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1.  平成21年9月期第1四半期の連結業績（平成20年9月21日～平成20年12月20日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年9月期第1四半期 5,377 ― 364 ― 135 ― 57 ―

20年9月期第1四半期 4,853 △3.5 190 53.1 174 32.5 104 65.0

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年9月期第1四半期 5.05 ―

20年9月期第1四半期 9.15 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年9月期第1四半期 15,584 2,203 14.1 192.77
20年9月期 14,932 2,156 14.4 188.83

（参考） 自己資本  21年9月期第1四半期  2,197百万円 20年9月期  2,152百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年9月期 ― ― ― 0.00 0.00
21年9月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年9月期（予想） ――― ― ― 5.00 5.00

3.  平成21年9月期の連結業績予想（平成20年9月21日～平成21年9月20日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 9,761 ― 200 ― 149 ― 52 ― 4.55
通期 19,403 6.9 425 60.7 337 217.8 134 ― 11.70

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4.その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4.その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 なお、上記に記載した業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績は、今後様々な要因
によって大きく異なる結果となる可能性があります。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年9月期第1四半期 11,480,880株 20年9月期 11,480,880株

② 期末自己株式数 21年9月期第1四半期 79,910株 20年9月期 79,650株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年9月期第1四半期 11,401,143株 20年9月期第1四半期 11,402,504株
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当第１四半期（平成20月９月21日～平成20年12月20日）におけるわが国経済は、米国のサブプライム問
題に端を発した世界的な金融不安の影響により、企業収益及び個人消費が悪化し、景気の後退感が強まっ
ております。 
  食品業界全般におきましては、食品の安全性を揺るがす事件を受け、消費者の「食の安全・安心」への
不信感が高まっており、各企業においては、コンプライアンス（法令遵守）に取り組む動きが進んでおり
ます。また、景気の後退感が強まるとともに、内食傾向が進んでおります。 
  みそ業界におきましては、みその値上げによる影響で出荷量が減少しており、その回復に努める動きが
各社において進んでおります。 
  豆乳業界におきましては、野菜系飲料等の健康飲料の多様化により、数年前より需要は減少傾向にあり
ましたが、平成20年春以降回復傾向にあります。これは、健康志向の高まりの中、大豆の良さが見直され
てきたことや、野菜系飲料にシフトした消費者の方が再度豆乳に注目するようになったことが考えられま
す。 
  このような環境の中で、当社は消費者の皆様方に安全で安心できる製品の提供に努めるとともに、積極
的な新製品の開発や、安全・衛生・品質管理の徹底を図り、事業の効率化やコスト削減に努め、経営基盤
の強化に取り組んでまいりました。 
  この結果、当第1四半期の業績は、豆乳の業績が順調に回復し、売上高は、53億77百万円（前年同期比
10.8％増）、コスト削減に努めた結果、営業利益は、3億64百万円（前年同期比91.2％増）、円高の影響
による長期の通貨オプション契約等に係るデリバティブ評価損2億6百万円を営業外費用に計上し、経常利
益は、1億35百万円（前年同期比22.6％減）、四半期純利益は、57百万円（前年同期比44.9％減）となり
ました。 

生みそ及びストレート鍋スープが好調に推移したため、売上高は、18億86百万円（前年同期比3.8％
増）、営業利益は、1億7百万円となりました。 

出荷数量は、前年同期と比べ減少しておりますが、値上げの効果により、売上高は、13億16百万円
（前年同期比1.8％増）となりました。 

  

景気の後退感とともに内食傾向が進み、「キムチ鍋スープ」、「坦々ごまみそ鍋スープ」等のスト
レート鍋スープの需要が増加いたしました。売上高は、4億39百万円（前年同期比12.0％増）となり
ました。 

  

特定企業向けの製品や国産素材の製品が好調だったものの、多食タイプの製品が苦戦し、売上高
は、1億30百万円（前年同期比1.3％減）となりました。 

  

豆乳が順調に回復したため、売上高は、30億63百万円（前年同期比16.2％増）、営業利益は、1億99
百万円となりました。 
 なお、持分法適用関連会社のアメリカン・ソイ・プロダクツ INC.につきましては、持分法による投
資利益3百万円を営業外収益に計上しております。 

平成20年５月より前年実績を上回り、その後も順調に回復し、売上高は、21億24百万円（前年同期
比19.2％増）となりました。 
  

流動食が堅調に推移し、売上高は、9億38百万円（前年同期比9.9％増）となりました。 
  

「寄せ鍋スープ」、「ちゃんこ鍋スープ」等のストレート鍋スープの需要が増加し、売上高は、4億
27百万円（前年同期比7.4％増）、営業利益は、57百万円となりました。 

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報

(1)みそ事業

①生みそ

②調理みそ

③即席みそ

(2)豆乳飲料事業

①豆乳

②飲料

(3)その他の事業
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流動資産は、76億50百万円となり、前連結会計年度末に比べ7億88百万円増加いたしました。増加
の主な要因といたしましては、受取手形及び売掛金の増加5億40百万円、商品及び製品の増加1億90百
万円等によるものであります。 
 固定資産は、79億34百万円となり、前連結会年度末に比べ1億35百万円減少いたしました。減少の
主な要因といたしましては、機械装置及び運搬具の減少78百万円等によるものであります。 
 この結果、総資産は、155億84百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億52百万円増加いたしまし
た。 
  

流動負債は、77億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億11百万円増加いたしました。増加
の主な要因といたしましては、賞与引当金の減少1億7百万円や１年内返済予定の長期借入金の減少1
億6百万円等がありましたが、支払手形及び買掛金の増加3億8百万円や未払金の増加1億87百万円等に
よるものであります。 
 固定負債は、56億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億94百万円増加いたしました。増加
の主な要因といたしましては、デリバティブ債務の増加2億6百万円等によるものであります。 
 この結果、負債は、133億81百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億6百万円増加いたしまし
た。 
  

純資産は、22億3百万円となり、前連結会計年度末に比べ46百万円増加いたしました。増加の主な
要因といたしましては、利益剰余金の増加57百万円等によるものであります。 

  

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前連
結会計年度末に比べ79百万円増加し、11億60百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれ
らの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、2億40百万円となりました。これは、売上債権の増加額5億40百万
円、たな卸資産の増加額2億51百万円等の資金減少に対し、デリバティブ評価損2億6百万円、仕入債務
の増加額3億8百万円、未払金の増加額2億65百万円等の資金増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、61百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出62
百万円等の資金減少によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、68百万円となりました。これは、長期借入れによる収入7億円等に
よる資金増加に対し、長期借入金の返済による支出8億15百万円等の資金減少によるものであります。 

  

平成21年９月期の連結業績予想につきましては、概ね予定どおり推移しており、現時点におきまして
は、平成20年10月31日に公表した「平成20年９月期決算短信」の連結業績予想から変更はありません。 
 なお、当第１四半期における連結業績は、好調に推移しておりますが、第２四半期につきましては、み
そ及び豆乳の需要が減少する期間であることと、稼働日が少ないことから、売上高が少なく、利益を確保
しづらい期間であります。よって、連結業績予想の変更はございません。 
 また、予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含
んでおります。実際の実績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
  

2. 連結財政状態に関する定性的情報

(1)資産、負債及び純資産の状況

①資産

②負債

③純資産

(2)キャッシュ・フローの状況

3. 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 
  

①税金費用の計算 
当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実行税率を合理的に見積り、税引前四半
期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
 なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。 

  

①四半期財務諸表に関する会計基準等の適用 
当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 平成19年３月14日)
及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号 平成19年３月14
日)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成してお
ります。 
②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 
当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価
法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。また、前連結会計年度まで営業外費用
に計上しておりました「たな卸資産処分損」は、当第１四半期連結会計期間より売上原価に含めており
ます。 
 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計機関の売上総利益及び営業利益
が15,649千円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が7,508千円それぞれ減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
③リース取引に関する会計基準等の適用 
「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月
30日 企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平
成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を当第１四半期連結会計
期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 
 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する
方法によっております。 
 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。当該変更に伴う資産及び損益
に与える影響はありません。 
④有形固定資産の耐用年数の変更 
法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号)に伴い、法定耐
用年数及び資産区分が見直されました。これにより、当社及び連結子会社１社のみそ製造機械装置につ
いては、従来耐用年数を９年としておりましたが、当第１四半期連結会計期間より10年に変更しており
ます。また、当社の公害防止用機械装置については従来の７年を５年に、当社の公害防止用構築物につ
いては従来の15年～30年を18年に、それぞれ当第１四半期連結会計期間より変更しております。 
 これにより、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、そ
れぞれ2,124千円減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  

4. その他
(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,243,571 1,211,292

受取手形及び売掛金 ※２  3,823,554 ※２  3,283,480

商品及び製品 704,652 514,448

仕掛品 566,931 560,937

原材料及び貯蔵品 550,431 495,218

その他 763,402 800,370

貸倒引当金 △2,133 △3,552

流動資産合計 7,650,411 6,862,195

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  2,894,716 ※１  2,832,185

機械装置及び運搬具（純額） ※１  1,695,488 ※１  1,774,209

土地 2,595,349 2,595,349

その他（純額） ※１  50,025 ※１  122,090

有形固定資産合計 7,235,581 7,323,836

無形固定資産 49,448 50,466

投資その他の資産   

投資有価証券 511,164 529,787

その他 141,167 168,776

貸倒引当金 △2,931 △2,727

投資その他の資産合計 649,400 695,836

固定資産合計 7,934,430 8,070,139

資産合計 15,584,841 14,932,335
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月20日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２  2,603,397 ※２  2,294,840

1年内返済予定の長期借入金 2,573,978 2,680,102

未払法人税等 70,112 36,513

賞与引当金 181,302 289,297

未払金 1,737,251 1,550,024

その他 556,123 460,015

流動負債合計 7,722,164 7,310,792

固定負債   

長期借入金 3,620,351 3,630,115

退職給付引当金 1,471,647 1,468,222

役員退職慰労引当金 175,443 164,745

その他 392,115 201,637

固定負債合計 5,659,557 5,464,720

負債合計 13,381,722 12,775,512

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,444 865,444

資本剰余金 657,881 657,881

利益剰余金 762,108 704,583

自己株式 △46,669 △46,591

株主資本合計 2,238,764 2,181,317

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △26,924 △17,601

為替換算調整勘定 △14,121 △10,873

評価・換算差額等合計 △41,046 △28,474

少数株主持分 5,401 3,979

純資産合計 2,203,119 2,156,822

負債純資産合計 15,584,841 14,932,335
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日 
 至 平成20年12月20日) 

売上高 5,377,669

売上原価 3,830,085

売上総利益 1,547,583

販売費及び一般管理費 ※１  1,182,937

営業利益 364,646

営業外収益  

受取利息 471

技術指導料 20,642

賃貸収入 5,962

持分法による投資利益 3,992

その他 13,210

営業外収益合計 44,279

営業外費用  

支払利息 24,367

デリバティブ評価損 206,149

為替差損 36,464

その他 6,800

営業外費用合計 273,781

経常利益 135,144

特別利益  

貸倒引当金戻入額 1,418

特別利益合計 1,418

特別損失  

固定資産除却損 300

投資有価証券評価損 11,585

特別損失合計 11,885

税金等調整前四半期純利益 124,677

法人税等 65,730

少数株主利益 1,421

四半期純利益 57,525
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日 
 至 平成20年12月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 124,677

減価償却費 152,068

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,215

賞与引当金の増減額（△は減少） △107,995

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,424

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,698

受取利息及び受取配当金 △1,475

投資有価証券売却損益（△は益） 170

持分法による投資損益（△は益） △3,992

支払利息 24,367

為替差損益（△は益） 30,841

投資有価証券評価損益（△は益） 11,585

デリバティブ評価損益（△は益） 206,149

有形固定資産除却損 0

売上債権の増減額（△は増加） △540,130

たな卸資産の増減額（△は増加） △251,410

仕入債務の増減額（△は減少） 308,556

未払金の増減額（△は減少） 265,682

その他 62,848

小計 294,850

利息及び配当金の受取額 1,589

利息の支払額 △27,962

法人税等の支払額 △28,387

法人税等の還付額 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 240,096

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △62,105

投資有価証券の取得による支出 △3,036

投資有価証券の売却による収入 1,324

その他 2,720

投資活動によるキャッシュ・フロー △61,097

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 700,000

長期借入金の返済による支出 △815,888

その他の収入 96,000

その他の支出 △48,828

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,716

現金及び現金同等物に係る換算差額 △30,754

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 79,528

現金及び現金同等物の期首残高 1,081,292

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,160,821
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成20年12月20日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、製品の系列を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) みそ事業………みそ、即席みそ、調理みそ 

(2) 豆乳飲料事業………豆乳、飲料、水 

(3) その他の事業………その他食品、他社商品 

３ 会計基準に関する事項の変更 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益

性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。また、前連結会計年度まで営業外費用に計上して

おりました「たな卸資産処分損」は、当第１四半期連結会計期間より売上原価に含めております。これによ

り当第１四半期連結累計期間の営業利益は、みそ事業が7,508千円、豆乳飲料事業が6,408千円、その他の事

業が1,731千円減少しております。 

４ 法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号)に伴い、法定耐用年数

及び資産区分が見直されました。これにより、当社及び連結子会社１社のみそ製造機械装置については、従

来耐用年数を９年としておりましたが、当第１四半期連結会計期間より10年に変更しております。また、当

社の公害防止用機械装置については従来の７年を５年に、当社の公害防止用構築物については従来の15年～

30年を18年に、それぞれ当第１四半期連結会計期間より変更しております。これにより当第１四半期連結累

計期間の営業利益は、みそ事業が802千円増加、豆乳飲料事業が2,927千円減少、その他の事業が1千円増加

しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成20年12月20日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成20年12月20日) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

みそ事業 
(千円)

豆乳飲料事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,886,326 3,063,713 427,628 5,377,669 ― 5,377,669

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,886,326 3,063,713 427,628 5,377,669 ― 5,377,669

営業利益 107,734 199,046 57,864 364,646 ― 364,646

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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該当事項はありません。 

  

   (四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

   (四半期連結損益計算書関係) 

 
  

   (四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

6. その他の情報

  注記事項

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年12月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,826,570千円

 減価償却累計額には、減損損失累計額を含んでお

ります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,676,613千円

同左 

 

※２ 四半期末日満期手形

 四半期末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期末日満期手形が四

半期末残高に含まれております。

受取手形 11,459千円

支払手形 34,558千円

※２ 期末日満期手形

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 11,060千円

支払手形 32,386千円

設備支払手形 630千円

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成20年12月20日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 245,683千円

支払運賃 471,970千円

賞与引当金繰入額 84,438千円

退職給付費用 18,125千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,698千円

貸倒引当金繰入額 244千円

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成20年12月20日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月20日)

現金及び預金勘定 1,243,571千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△82,750千円

現金及び現金同等物 1,160,821千円

10



 
  

「参考」

 前四半期に係る財務諸表等

(1) (要約)四半期連結損益計算書

科  目

前第１四半期連結累計期間
(自 平成19年９月21日
至 平成19年12月20日)

金額(千円)

Ⅰ 売上高 4,853,047

Ⅱ 売上原価 3,461,537

   売上総利益 1,391,509

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,200,783

   営業利益 190,725

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 299

 ２ 技術指導料 17,988

 ３ 賃貸収入 5,551

 ４ 為替差益 9,434

 ５ 持分法による投資利益 6,176

 ６ その他 4,530

  営業外収益合計 43,980

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 30,221

 ２ デリバティブ評価損 21,958

 ３ その他 7,911

  営業外費用合計 60,091

   経常利益 174,614

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入額 1,003

  特別利益合計 1,003

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 250

  特別損失合計 250

   税金等調整前四半期純利益 175,367

   法人税等 69,994

   少数株主利益 1,047

   四半期純利益 104,325

11



(2) (要約)四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前第１四半期連結累計期間
(自 平成19年９月21日
至 平成19年12月20日)

区分 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前四半期純利益 175,367

   減価償却費 176,191

   貸倒引当金の増減額 △1,003

   賞与引当金の増減額 △144,755

   退職給付引当金の増減額 10,739

   役員退職慰労引当金の増減額 4,946

   受取利息及び受取配当金 △1,199

   持分法による投資損益 △6,176

   支払利息 30,221

   為替差損益 227

   デリバティブ評価損益 21,958

   売上債権の増減額 △538,651

   たな卸資産の増減額 △15,523

   仕入債務の増減額 151,683

   未払金の増減額 423,286

   その他 53,644

   小計 340,956

   利息及び配当金の受取額 1,250

   利息の支払額 △30,849

   法人税等の支払額 △2,323

  営業活動によるキャッシュ・フロー 309,034

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △168,422

   投資有価証券の取得による支出 △3,140

   その他 99,101

  投資活動によるキャッシュ・フロー △72,461

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   長期借入れによる収入 1,100,000

   長期借入金の返済による支出 △897,266

   配当金の支払額 △57,015

   その他の収入 96,000

   その他の支出 △49,242

  財務活動によるキャッシュ・フロー 192,475

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △227

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 428,821

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 624,000

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末残高 1,052,821
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